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はじめに 

Covid-19 の感染拡大によって多くの企業ではこれまでなかった特別な費用が発生している。これらの費

用に関する法人税や個人所得税の最新情報を熟知せず、誤って税務申告を行っている企業もある。本稿で

は、注意が必要な税務総局及び地方税務当局からの最新ガイダンスを解説する。 

 

Covid-19 の感染拡大防止に関する特別費用等のうち、ほとんどの企業で発生している下記 5 項目に焦

点を当てて、法人税や個人所得税の処理方法について要点を説明する。 

（1）隔離費用（宿泊費等） 

（2）Covid-19 の検査費 

（3）「3 つの現場」に伴う費用 

（4）「1 つのルート・2 つのスポット」に伴う費用 

（5）Covid-19 の影響により発生する従業員へのその他支払い 

 

大項目 小項目 
税務上の処理 

法人税 個人所得税 

隔 離 費 用

（宿泊費等） 

Covid-19 流行防止に関する政府の指示に従い、

従業員のための隔離費用（例：国内出張時に県

をまたいで移動する際に会社が支払った隔離費

用、社内で感染者が出た場合の隔離費用等） 

損金算入可能 非課税 

国外出張する場合のベトナム国外での隔離費用

（宿泊費、食費、Covid-19 の検査費、隔離期間中

の生活費） 

損金算入可能 非課税 

年次休暇で外国人従業員が帰国した時、あるい

はワクチン接種の目的で一時帰国した時のベト

ナム国内と国外での隔離費用（すなわち、外国人

がプライベートな用事で移動した際に会社が負担

した隔離費用） 

損金不算入 課税 

外国人が従業員になる前に会社が支出したベト

ナム入国時の隔離費用（例：労働許可証を取得

し、会社と労働契約を締結していない外国人の隔

離費用等） 

損金不算入 課税 



 

外国人従業員がベトナムに赴任した際の、日本

親会社負担の隔離費用 

現行法令では明確になっていないた

め、オフィシャルレターにて管轄税務

局への個別照会をおすすめする。 

Covid-19 の

検査費 

会社が感染リスクから労働者を保護するための

労働者への検査費、検査キット費、備品費用（マ

スク・体温計・消毒剤等） 

 

損金算入可能 

非課税 

・会社名義で発行さ

れているインボイス

に具体的に従業員

の氏名を記載して

いる場合でも、非課

税。 

・従業員が検査費を

立て替えて支払い、

後日会社が現金で

返した場合でも、レ

シート、領収書があ

れば非課税。 

・ただし、外国人が

プライベートな用事

で帰国した際の会

社負担の検査費用

は課税 

「 ３つの現

場」に伴う

費用 

「３つの現場」（◇現場での生産、◇現場での食

事、◇現場での休憩・宿泊）の体制を適用するた

めの費用（例：現場での休憩・宿泊関連費用、給

食費用等） 

損金算入可能 非課税 



 

「1 つのル

ート・２つの

スポット」に

伴う費用 

１つのルートのみを通って労働者を住居（社員寮

やホテルなどの宿泊施設）から生産現場に輸送

する体制を適用するための費用（ホテル代等） 

損金算入可能 

現行規定では明確

なガイダンスがない

が、I-GLOCAL の見

解として Covid-19流

行防止に関する政

府の指示に従う支

出であり、従業員へ

のベネフィットでは

ないため、従業員の

課税所得に合算し

ないのが適切だと

考える。 

念のため、管轄税

務局へ照会すること

をお勧めする。 

 

Covid-19 流行に伴う操業停止・休業時に会社が

支払った従業員への給与賃金・諸手当、自宅待

機している行員等への人件費 

損金算入可能

（労働契約また

は財務規定に

おいて明記し

ている前提） 

課税 

Covid-19 感染防止のために低減される労働災

害・職業病保険基金の保険料（0.5％分低減）を

会社が労働者へ支給する場合 

（２０２１年７月～２０２２年６月まで、社会保険のう

ち労働災害・職業病保険基金に関する保険料率

が原稿０．５％から０％へ引き下げられている） 

損金算入可能 

非課税（０．５％分

低減は、労働者向

けの Covid-19 感染

防止対策へ使用す

る資金を企業に対

して支援するという

政策の狙いだった

ため、雇用者からこ

の低減分を労働者

へ直接支給する場

合、個人所得税上、

非課税となる） 

雇用者の失業保険の負担軽減分１％を会社が労

働者へ支給する場合 

（Covid-19 の影響を受けた雇用者の支援方針に

より２０２１年１０月１日～２０２２年９月末まで、２

０２１年１０月１日以前に失業保険に加入している

雇用者の負担額が従業員の賃金の１％から０％

に低減されている 

損金算入可能 

課税（この１％分低

減は、雇用者向け

の信金であるため、

雇用者から労働者

へ支給する場合、

労働者によってベネ

フィットになるため、



 
課税となる。 

 

 

おわりに 

以上は Covid-19 の感染拡大防止費用等に関する法人税・個人所得税上の留意点である。2021 年度の

法人税や個人所得税の確定申告時期が近づいているため、税務申告を行う際にはぜひ留意いただきた

い。 
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本レポートに関するお問い合わせはこちらまで：info@i-glocal.com 
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